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外為ダイレクトの入力画面の一部を変更します 

 
平成 24 年 6 月 18 日（月）より、事業者向けインターネットバンキングサービス「北洋

ビジネスダイレクト」の外国為替取引受付サービス（通称：外為ダイレクト）の入力画面

の一部を変更いたします。 

現在、当行では、外国送金及び輸入信用状取引をご依頼いただく場合、お客様のご依頼

内容が「外国為替及び外国貿易法」（以下「外為法」）に基づいた適法なお取引であること

をご確認させていただいております。今般、外為ダイレクトの入力項目の機能改善に合わ

せまして、「外為法による北朝鮮・イラン関連規制に該当する取引ではないことの申告」を

いただくよう入力画面の変更を行います。また、今までは輸入・仲介貿易取引の場合には、

予備欄に「原産地（国）」及び「船積地（国）」を入力いただいておりましたが、これらの

項目の入力欄を新設いたしました。「船積地域」のご入力の際には、当局からの要請により

「船積地域の属する都市名」までご入力いただきますようお願いいたします。 

なお、国連安保理決議を受けて本邦において施行されている「外為法」に基づく「資金

使途規制」及び「貿易に関する支払規制」を適切に履行するために、財務省から「外国送

金を行う方々へ」が発出されておりますので、合わせてご覧ください。 

 

１．外国送金依頼画面の変更点 

（１）「送金先銀行入力欄」の金融機関コードに BSB NO.を追加します。 

 
 
 
 
 
 

 
 ※ BSB NO.とは、オーストラリア国内の銀行が個別に保有する６桁の銀行番号です。 

 

（２）「受取人入力欄」の受取人名及び受取人住所の入力可能文字数を増加します。 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 「受取人名」・「受取人住所」の入力欄を２行といたしました。 

行数を追加 



※ １行に 60 文字の入力が可能です。入力内容が１行目に収まらない場合は、２行目に

入力してください。 

 

（３）「送金目的入力欄」の入力項目及び確認事項を追加します 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 入力項目のご説明 

◆送金目的～「輸入・仲介貿易取引」または「その他」を選択してください。 

◆確認事項～「外為法上のイラン・北朝鮮関連規制に該当しない」ことをチェック

してください。 

   ◇商品名（※１）～「◆送金目的」が「輸入・仲介貿易取引」の場合、入力必須で

す。商品名を具体的に入力してください（半角 30 文字、全角 15 文字以内）。 

◇原産地（※１）～「◆送金目的」が「輸入・仲介貿易取引」の場合、入力必須で

す。原産地の国名を英文で入力してください。 

   ◇船積地域（※１）～「◆送金目的」が「輸入・仲介貿易取引」の場合、入力必須

です。船積地域の属する都市名及び国名を英文で入力してください。 

        前払金の送金などで、船積地域が未定の場合は「UNDECIDED」または「MITEI」（未

定）と入力のうえ、「◇予備欄」に船積地域が未定である理由を和文で入力してく

ださい。「◇予備欄」は外国送金依頼の入力画面の一番下にあります。 

    （例）◇船積地域 ～「UNDECIDED」または「MITEI」（未定） 

       ◇予備欄 ～「○○代金の前払金であり、船積地域が未定」 

   ◇詳細（※２）～「◆送金目的」が「その他」の場合、入力必須です。送金目的を

具体的に入力してください（半角 30 文字、全角 15 文字以内）。 

    （例）◇詳細 ～「広告宣伝費支払い」、「ADVERTISING SERVICE FEE」など具体的

な内容を入力してください（半角 30 文字、全角 15 文字以内）。文字数が多

い場合は、「◇詳細」に「予備欄に記載」と入力の上、「◇予備欄」に「送

金目的：○○○費支払い」など具体的な内容を入力してください。 

        

※１～「◆送金目

的」が「輸入・仲

介貿易取引」の場

合に入力必須 

※２～「◆送金目

的」が「その他」

の場合に入力必須 



２．輸入信用状開設画面の変更点 

（１）入力項目に「◆確認事項」「◆原産地」「◆船積地域」を追加します 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 入力項目のご説明 

  ◆確認事項～「イラン・北朝鮮関連規制に該当しない」ことをチェックしてください。 

  ◆原産地～原産地の国名を英文で入力してください。 

  ◆船積地域～船積地域の属する都市名及び国名を英文で入力してください。信用状開

設時点で船積港の属する都市名が確定していない場合は、信用状条件通りの入力を

してください。 

（例）信用状条件：ANY CHINESE PORT → 入力：ANY CHINESE PORT 

 

 

３．本件変更以前に登録したデータに係るご留意事項 

（１）6月 18 日（月）以前に登録した「送信待ちデータ」を利用するお客様へ 

本件変更以前に登録した送信待ちデータは、上記１－（３）・２－（１）の入力欄の新

設に伴い、入力必須項目が未入力の状態となっております。入力必須項目が未入力のま

ま送信した場合、エラーメッセージが表示され送信できませんので、入力必須項目を追

加入力の上、送信いただく必要があります。 

Ａ．送信待ちデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必須項目を入力しないまま 送信 するとエラーメッセージが表示されます。 

   修正 を押下し、送信待ちデータに必須項目を追加入力して再度送信してください。 

 

入力項目を追加 



Ｂ．外国送金依頼のエラーメッセージ例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 前記Ａの画面（作成/送信画面）に戻り、 修正 を押下し、送信待ちデータに必須項

目を追加入力して再度送信してください。 

 

Ｃ．エラー表示と対応について 

エラーコード エラーメッセージ 原因と対処 

Ｇ５５１４１ （Ｇ５５１４１）送金目的に入力

項目が追加されたため、必須入力

項目が未入力となっています。送

金依頼入力画面にて送金目的を入

力後、再度送金してください。 

送金目的の入力項目「◆送金目

的」、「◆確認事項」、「◇商品名」

「◇原産地」「◇船積地域」または

「◇詳細」に入力がなされていな

いことが原因です。 

作成/送信画面の 修正 ボタンを

押下し、上記項目を入力後、再度

送信してください。 

Ｇ５５１４２ （Ｇ５５１４２）確認事項等の入

力項目が追加されたため、必須項

目が未入力となっています。開設

依頼入力画面にて確認事項等を入

力後、再度送信してください。 

確認事項等の入力項目「◆確認事

項」、「◆原産地」、「◆船積地域」

に入力がなされていないことが原

因です。 

作成/送信画面の 修正 ボタンを

押下し、上記項目を入力後、再度

送信してください。 

 

（２）テンプレートに依頼内容を登録し利用しているお客様へ 

  上記１－（３）・２－（１）の入力欄の新設に伴い、テンプレートに保存しているデー

タは、入力必須項目が未入力の状態となっております。利用の都度項目を追加入力する

ことで送信は可能ですが、エラーを回避するために、6月 18 日（月）以降にテンプレー

トの登録内容の修正をお願いいたします。 

 

                                  以 上 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

   北洋銀行国際部国際課  

℡011-261-1328 担当：奥村（銀行休業日を除く 9:00～17:00） 

  



 

 

外 国 送 金 を 行 う 方 々 へ 
 

外国為替及び外国貿易法に基づく「貿易に関する支払規制」 

及び「資金使途規制」への対応について 

 

現在、我が国は国連安保理決議等を受けて、外国為替及び外国貿易法に基づき様々な経

済制裁措置を講じているところです。これに関し、金融機関及び資金移動業者（以下「金

融機関等」という。）は、すべてのお客様の外国送金等について、北朝鮮の「貿易に関す

る支払規制」及び核開発等に関連する「資金使途規制」並びにイランの核開発等及び大型

通常兵器に関連する「資金使途規制」に該当しないことの確認を行うこととなっています。

なお、これらの送金のうち、①北朝鮮及びイランに対する送金及び② 北朝鮮及びイランと

は別の第三国への送金のうち北朝鮮及びイランに関係する送金については、より詳細な確

認を行うよう金融機関等へ要請しております。 

 

外国為替及び外国貿易法に基づく送金の規制（北朝鮮及びイラン関連抜粋） 

北朝鮮の「貿易に関する支払規制」 

・ 北朝鮮を原産地または船積地域とする全ての貨物の輸入または仲介貿易に係るもの 

（平成18 年10 月14 日実施） 

・ 北朝鮮を仕向地とする貨物の仲介貿易に係るもの 

（平成21 年６月18 日実施） 

北朝鮮の「資金使途規制」 

・ 「北朝鮮の核関連計画等に貢献し得る活動」に寄与する目的で行われるもの 

（平成21 年７月７日実施） 

イランの「資金使途規制」 

・ 「イランの核活動等に貢献し得る活動」に寄与する目的で行われるもの 

（平成19 年２月17 日実施） 

・ 「イランへの大型通常兵器等の供給等に関連する活動」に寄与する目的で行われるもの 

（平成22 年８月３日実施） 

 

つきましては、上記①及び②の取引がある場合には、金融機関等に対して申告頂く等、

金融機関等へのご協力をお願い致します。なお、それ以外の送金であっても、送金目的や

商品の原産地・船積地域等の記載又は上記規制に該当しない旨の申告等を金融機関等から

要請された場合には、当該要請への対応について、ご理解とご協力をお願いします。 

また、金融機関等がお客様のために北朝鮮関連の外国からの送金及びイランからの送金

を受けた場合にも、金融機関等は確認を行うこととされておりますので、その際の金融機

関等からの確認の要請への対応についても、ご理解とご協力をお願いします。 

                                  以 上 

財務省のホームページより抜粋 


